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本研究では、特殊教育諸学校のホームページによる情報発信の現状と今後の課題を明確に

し､地域のセンタ－校としての情報発信の在り方を検討していくことを目的とした。全国の盲・

蝉・養護学校1006校を対象とし、開設している自校のホームベージにアクセスし、どのような

内容の憎報発信を行っているかを閲覧調査した。ホームベージの開設に関しては、盲・聾・養

護学校の934％の学校で行われており、多くの学校が情報発信を行う手段として、インターネッ

トの有効性を認めていると推測された。しかし、そのホームページで情報提供されている内容

に関しては、充実しているとは言い難い。教育相談以外の研修支援、学校見学、教材・教具等

に関する案内をホームページ上で行っている学校は極めて少なかった。盲・聾・養護学校が地

域のセンター枝として情報提供機能が求められている中、ホームページからの情報提供や案内

等を促進することが今後の課題であろう。また、それぞれの学校でホームページの更新を定期

的に行ったり、それを管理する係を決めたり等､学校全体での管理体制を整えることによって、

ホームページからの情報発信がより充実したものになるのではないかと考えられた。

童生徒やその保護者等に対する相談と支援を行う

ため、地域や学校の実態に応じて様々な創意工夫

を生かしていく必要性があり、地域の特殊教育の

センターとしての役割を担うことが期待されてい

る。地域の特殊教育のセンター機能としてあげら

れているものを表１に示した。

Ｉはじめに

平成13年１月の「２１世紀の特殊教育の在り方に

ついて（最終報告)」では、今後の盲・聾・養護

学校は、地域における障害のある児童生徒一人一

人の特別な教育的ニーズに柔軟に対応するとと

もに、乳幼児期から学校卒業後まで障害のある児

表１地域の特殊教育センターの機能

□特殊教育に関する教育相談センターとしての機能

□特殊教育に関する研修センターとしての機能

□教材教具や人材の提供センターとしての機能

□情報の収集・提供センターとしての機能

□障害児者の生涯学習の支援センターとしての機能

□障害児者の理解・啓発のセンターとしての機能
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「特殊教育に関する研修センター機能」とは、

地域の幼稚園、小・中学校等の教員が盲・聾・養

護学校を訪問し、障害のある児童生徒や特別の教

育的ニーズを有する児童生徒に対する指導法につ

いて学ぶことや、研修会等を積極的に開催し、共

に研修する機会を充実すること等である。「教材・

教具や人材の提供センター機能」とは、盲・聾・

養護学校が、その専門性に応じた施設・設備、教

材・教具等を活用して、地域の小・中学校の求め

に応じた情報機器の貸し出しや教材・教具の提供

などの機能である。また、小・中学校等の特殊学

級担任への指導・助言、在籍する障害児への巡回

指導や支援も含まれる。「情報の収集・提供のセ

ンター機能」は、特殊教育に関する情報の収集や

提供等、啓発的な情報発信等のセンターとしての

機能を示している。「障害者の理解・啓発のセン

ター機能」とは、公開講座や学校開放事業等を展

開することなどである。

滝坂（2002）は、「盲･聾･養護学校のセンター

的機能」を表２のように７つの機能としてまとめ

ている。

表２盲・典・養謹学校のセンター的機能

□教育相談機能：保護者や本人からの要請によって、障害や発達に関し教育の観点か
ら相談に応じること

□指導機能：幼稚園・保育所・小中学校・高等学校・施設等の要請に応じて訪問・巡
回による子どもを指導すること

□研修機能：幼稚園・保育所・小中学校・高等学校・施設等の職員に研修の機会を提
供すること

□実践研究機能：幼稚園・保育所・小中学校・高等学校・施設等の職員に実践研究の
機会を提供すること

□情報提供機能：教育内容や教育方法の情報提供および教材・教具の貸出をすること

□施設・設備提供機能：結果として地域の人が「心バリア」を解消していく場や機会
の提供すること

□機関コンサルテーション機能：幼稚園・保育所・小中学校・高等学校･施設等の学級・
学校経営の相談・助言をすること

滝坂（2002）より作成

また、平成１５年３月の「今後の特別支援教育の

在り方について（最終報告)」では、特別支援教

育を推進する上でも盲・聾・養護学校は、地域に

おける障害のある児童生徒等の教育センター的機

能を有する学校への転換を求められ、「小・中学

校等において専門性に根ざしたより質の高い教育

を行うためには、盲・聾・養護学校は、これまで

蓄積した教育や指導上の経験やノウハウを活かし

て地域の小・中学校等における教育について支援

を行うなどにより、地域における特別支援教育の

中核的機関として機能することが必要である」と

明記されている。

平成16年12月には「特別支援教育を推進するた

めの制度の在り方について（中間報告>」がまと

めされた。その中では、盲・聾・養護学校のセン

ター的機能の具体的内容が示されている。その機

能の中の一つに、特別支援教育等に関する相談・

情報提供機能がある。盲・聾・養護学校の情報提

供の手段には、表3のようなものがある。

－２０－



特殊教育諸学校のホームベージにおける情報提供の実態

表３盲・聾・養護学校の情報提供の手段

･インターネット

･電子メール等による相談や問い合わせ

･電話・ＦＡＸなどによる相談や問い合わせ

･来校しての相談や問い合わせ

･広報誌、学校便り、パンフレットなどによる情報提供

･研修会、学校開放講座、イベントなどによる摘報提供

現代社会では、インターネットの普及によっ

て､誰もが情報を検索･利用することが容易になっ

た。その利便性から、情報提供等にインターネッ

トは今や日常的に活用されている。そうした時代

背景もあり、盲・聾・養護学校では、自校の案内

等をホームページでも行っている。盲・聾・養護

学校が地域支援センター機能の一環として情報提

供機能が求められているなか、その手段としての

インターネット活用は極めて有効な手段である。

田村（2005）は、「情報提供機能を整備するにあ

たり、必要なことはインターネット等の環境の整

備であり、もう一つはそれを操作する人材の育成

である」と述べている。ホームページで可能な

情報提供は、所有する情報のうちの一部に過ぎな

い。しかし、多くの人がまず情報収集を試みるの

はその学校のホームベージである。ホームページ

での情報提供のあり方が、その学校のことを印象

づけるうえでとても重要である。

一方、個人情報保護や自治体ごとの規定などの

制約があり、学校のホームページは最近豊かな情

報提供という姿からむしろ遠ざかる方向にある。

単なる学校要覧のＷｅｂ版のようなものであれば

さほど利用価値もなく、長期間にわたって情報の

更新もないとすれば閲覧者の信頼が得られなくな

るのは明らかである。ＩＴ時代においては、ホー

ムページはまさしく対外に開かれた窓である。地

域と連携した支援体制を構築するにあたっては、

関係者に調べられるということを各学校は意識す

る必要がある。そして、盲・聾・養護学校は、で

きるだけ情報を提供し、積極的に地域の評価を

受けるような発想に変わらなければならない。そ

れは保護者や地域の人々に対する説明資任でも

ある。

また、多くの情報を積極的に提供する一方、気

をつけねばならないのは個人情報の管理と流出の

防止である。最近教員による不用意な個人情報流

出事故が見られるが、この基本姿勢がしっかりし

ていないと、地域や保護者の信頼を得ることがで

きない。情報公開と個人情報保護のバランス感覚

をつけることが何より大切なことである。

Ⅱ本研究の目的

本研究では、全国の盲・聾・養護学校の開設し

ている学校のホームページにアクセスし、どのよ

うな内容の情報発信を行っているのかを閲覧調査

する。盲・聾・養護学校でのインターネットによ

る情報発信の現状と課題、これからの情報発信の

在り方を検討することを目的とする。

Ⅲ方法

１鬮査対象

全国の盲・聾・養護学校（1,006校）のＵＲＬを

検索し、各学校のホームページを１つ１つ閲覧

した。

２鯛査期間

2005年11月～12月の期間に、開設されている

全国の盲・聾・養護学校のホームページを閲覧調

査した。

３圏査内容

(1)ホームページの開設の有無

ホームページ開設の有無の調査については、

表４に示した３つの学校リンク集のサイトを中心

に、全国の盲・聾・養護学校のＵＲＬを検索して

いった。このリンク集でホームページがみあたら
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なかった学校は、「yahoo｣、「google」等の検索

サイトで学校名を直接入力し検索を行った。それ

でもヒットしなかったものは、ホームページがな

いものとみなした。

表４検索した学校リンク集のサイト

□国立特殊教育総合研究所ホームページ上の学校リンク集

（全国盲・聾・養護学校一覧）

□都道府県の特殊教育センター等のホームページの学校リンク集

□都道府県教育委員会のホームページの学校リンク集

(2)ホームページ上での情報発信

ホームページ上での情報発信について、表５

の４つの視点で分類した。この４つに関する案内

が、ホームページ上で記述きれているか否かを調

べた。記述されていないものは、案内を行ってい

ないものと今回はみなした。

表５情報発信についての4つの視点

□「教育相談」等に関する案内（教育相談案内、就学相談案内、

進路相談案内）

□「学校見学」等に関する案内（学校見学案内、授業見学案内、

授業体験案内）

□「公開研修」等に関する案内（公開研修案内、講演会案内、講

師派遣案内、巡回指導案内）

□「教材・教具」等に関する案内（教材・教具の紹介、教材・教

具の貸出案内）

(3)「教育相麟」等の方法案内４つの方法手段別で分類をした。

「教育相談」等の案内について、表６のように

表６「教育相談」等の案内の４分類

□電話相談（電話による相談）

□来校相談（本校に来校されての相談）

□訪問相談（本校職員が直接出向いての相談）

□メール相談（ネット等を通して、メールでの相談）

Ⅳ結果

１ホームページ開設の有無

(1崖国盲・聾・養霞学校のホームページ開設率

閲覧調査の結果、全国の盲・聾・養護学校1.006

校（分校含む）のうち、自校のホームページを開

設していた学校は935校で、ホームページ開設率

'よ93.4％であった。全国的に、ほとんどの盲･聾・

養護学校が調査時点でホームページを開設して

いた。
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HPhR
a6n (2)都道府県別ホームページ開設率

全国都道府県別ホームページ開設率は、表７の

通りである。ほとんどの都道府県において、ホー

ムページ開設率が高く、100.0％開設率が19都道

府県あった。また地域差もみられ、開設率が半分

に過ぎない地域もあった。

､＝10069a4H

図１全国盲・聾・養護学校ＨＰ開設率

表７都道府県別ホームページ開設率
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(3岸校種別ホームページ開設率

校種別ホームページ開設率は、表８の通りであ

る。盲学校と聾学校は開設率が95％以上と高い割

合を示していた。病弱養護学校と併設型養護学校

は、他の校種と比べやや低い割合を示した。
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表８枚種別開設率 表１０校種別ＨＰ上の案内項目数（教育相談）

学校種学校数ＨＰ開設校閲股率(％） 学校種ＨＰ開設枚数案内枚開設率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設枚

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設枚
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97.1％

840％

68.1％

63.5％

73.8％

60.9％

２ホームページの情報コンテンツ ②研修等に関する案内

研修等に関する案内項目数を枝種別にみたのが

表11である。「研修案内」の案内率は、全体的に

どの学校も低い値を示した。その中でも最も案内

率が高かった学校種は、併設型養護学校であっ

た。次いで、盲学校42.6％、知的障害養護学校

40.7％、聾学校35.0％である。肢体不自由養護学

校と病弱養護学校は他と比べ低い値を示した。

(1)ホームページ上での案内項目

全国の盲・聾・養護学校のＨＰ上での案内項目

数と案内率は表９の通りである。ホームページ上

での情報提供の案内が最も多かった項目は、「教

育相談」の666校で案内率が71.2％であった。次

いで、「学校見学」の436校で案内率が46.6%、「研

修案内」の350校で案内率374％であった。最も

少なかった項目は「教材・教具」の184校で案内

率が19.7％であった。

表１１校種別ＨＰ上の案内項目数（研修案内）

学校種ＨＰ開設枚数案内校閲股率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設杖

閉
㈹
印
加
別
妬

１
４
１

羽
弱
卯
別
お
皿

１

426％

35.0％

40.7％

29.4％

29.8％

45.796

表ｇ全国盲・典・養護学校ＨＰ上の案内項目数

（n口905）

案内項目 案内学校数案内率(％）

教育相談

研修案内

学校見学

教材・教具

蠅
麺
繩
畷

712％

37.4％

46.6％

19.7％ ③学校見学等に関する案内

学校見学等に関する案内項目数を枝種別にみた

のが表１２である。併設型養護学校が58.7％と最

も高く、次いで知的障害養護学校512%、肢体不

自由養護学校44.7％、病弱養護学校405％であっ

た｡盲学校と聾学校は､それぞれ低い値を示した。

(2鮫種別ＨＰ上の案内項目

①教育相談等に関する案内

教育相談等に関する案内項目数を校種別にみた

のが表10である。全体的にみて盲学校と聾学校は

他の校種と比べ「教育相談」項目について高い案

内率を示していた。特に盲学校は案内率が9Z1％

と、ほとんどの学校がホームページ上での「教育

相談」案内を行っていた。次いで、病弱養護学校

が73.8％、知的障害養護学校が68.1％、肢体不自由

養護学校が63.5％であった。併設型養護学校は案

内率が60.9％と最も低い値を示していた。

表１２校種別ＨＰ上の案内項目数（学校見学）

学校種ＨＰ開設枚数案内枚開設率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設校

銘
ｎ
ｍ
ｍ
桝
妬

１
４
１

泌
弧
羽
祀
拠
酊

２

38.2％

34.096

512％

447％

40.5％

58.7％
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④教材・教具等に関する案内

教材・教具等に関する案内項目数を枚種別にみ

たのが表13である。全体的にみて、「教材･教具」

の案内は、盲学校が44.1％と極めて高い案内率を

示した。次いで、肢体不自由養護学校が23.5％で

あった。その他の学校種はいずれも10％代と低

い値を示した。

25.0％と最も低い値を示した。

表１５校種別ＨＰ上の方法案内数（電話相駿）

学校極教育相談案内枚数案内枚案内率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由饗護学校

病弱養護学校

併設枚

錨
拠
旧
肥
陀
泌

３
１

鋼
ｎ
ｍ
訂
塑
旧

１

％
％
％
％
％
％

４
０
１
３
７
４

妃
配
銘
鈍
犯
妬表１３校種別ＨＰ上の案内項目数（教材・教具）

学校種ＨＰ開設枚数案内校閲股率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設校

佃
、
師
加
盟
妬

１
４
１

０
１
７
０
４
９

３
１
８
４
１

44.1％

11.0％

186％

23%5％

16.7％

19.6％

②来校相駿等に関する案内

来校相談方法等に関する案内項目数を枝種別

にみたのが表16である。案内率が最も多かった学

校種は、併設型養護学校の78.6％であった。次い

で、知的障害養護学校73.6%、肢体不自由養護学

校71.3％、盲学校65.2％、病弱養護学校645％、聾

学校63.1％であった。３「教育相駿」等の方法案内

(1)全国盲・聾・養護学校の「教育相麟」等の方法

案内

ホームページ上での「教育相談」に係る方法や

手段等の案内について、方法別に分類した。表１４

から、一番多かった相談方法は「来校相談」で、

案内率が70.4％であった。次いで、電話相談が

36.6％､訪問相談が29.1％であった。最も少なかっ

たものはメール相談で、案内率10.4％であった。

表１６校種別ＨＰ上の方法案内数（来校相駿）

学校極教育相談案内枚数案内枚案内率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設枚

“
肌
旧
肥
砠
泌

３
１

姻
認
釧
万
如
犯

２

652％

631％

73.6％

71.3％

64.5％

786％

表１４全国盲・里・義護学校ＨＰ上の方法案内数

（､=666）

③訪問相談等に関する案内

訪問相談方法等に関する案内項目数を枝種別

にみたのが表17である。訪問相談が最も多かっ

た学校は盲学校で案内率が394％であった。次い

で、併設型養護学校39.3%、肢体不自由養護学校

30.6%、病弱養護学校29.0%、知的障害養護学校

28.3%、聾学校19.0％であった。

案内項目案内学校数案内率(％）

電話相談

来校相談

訪問相談

メール相談

244

469

194

６９

36.6％

704％

29.1％

104％

(2鮫種別ＨＰ上の教育相談方法

①電話相談等に関する案内

教育相談方法等に関する案内項目数を杖種別

にみたのが表15である。最も高かったのは併設

型養護学校の46.4％、次いで、盲学校の42.4％、病

弱養護学校の38.7%、知的障害養護学校の38.1％、

肢体不自由養護学校の34.3％であった。聾学校は

－２５－
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表１７校種別ＨＰ上の方法案内数（訪問相麟） ンク集等が設けられていた場合が多かった。盲．

聾・養護学校のホームページは、各学校独自で運

営をしていると思われるが、さらにその地方自治

等の公的機関等のサイトにもリンク集などを設け

ることによって、より多くの人々にとってアクセ

スがしやすくなり、多くの情報発信につながるの

ではないかと考えられる。

ホームページの開設率を学校種別でみてみる

と、学校間で少し差がみられた。盲学校と聾学校

は開設率が95％を超えており、他の特殊教育諸

学校と比べるとかなり高かった。病弱養護学校と

併設校においては、開設率は80％台で決して低

い値ではないが、他の特殊教育諸学校と比べると

やや低かった。

学校種教育相談案内枚数案内校案内率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併設校

妬
肌
細
噸
礎
泌

６
６
０
３
８
１

２
１
９
３
１
１

％
％
％
％
％
％

４
０
３
６
０
３

弧
、
犯
弧
鋤
狙

④メール相談等に関する案内

メール相談方法等に関する案内項目数を校種

別にみたのが表18である。案内率は全体的に低

い値を示していた。その中でも最も案内率が高

かった学校種は盲学校であった。次いで、聾学校

13.1％、病弱養護学校129％、肢体不自由養護学校

12.0%、知的障害養護学校7.9％、併設型養護学校

7.1％であった。

２ホームページ上での情報コンテンツ

(1)ホームページ上での案内項目の全体的傾向

全国盲・聾・養護学校のＨＰ上の案内項目につ

いて､最も多く案内されていた項目は｢教育相談」

の666校で、案内率は712％であった。他の項目

の案内率と比べ、極めて高い値を示した。「教育

相談」は、盲・聾・養護学校のどの学校でも行わ

れているものであり、他の項目と比べ高い値を示

したと思われる。

盲・聾・養護学校のセンター的機能が叫ばれて

いる中、研修支援、学校開放、教材・教具の貸出

等の案内を、今後積極的に地域の人々に情報を発

信する必要があるのではないだろうか。

表１８校種別ＨＰ上の方法案内数（メール相談）

学校種教育相談案内枚数案内枚案内率(％）

盲学校

聾学校

知的障害養護学校

肢体不自由養護学校

病弱養護学校

併股枚

船
拠
旧
肥
館
犯

３
１

、
ｕ
妬
凪
８
２

152％

131％

7.9％

12096

129％

7.1％

Ｖ考察

１ホームページの開設率

(2)枚種別にみたホームページ上での案内項目

①教育相談等に関する案内

「教育相談」等に関する案内項目を校種別に

みてみると、盲学校が97.1％と極めて高い値を

示していた。次いで､聾学校が840％であった。

盲学校と聾学校は、教育相談において、早期か

らの取り組みがなされている。養護学校と比べ

教育相談におくウエイトがより大きいのではな

いかと考えられた。

②研修等に関する案内

「研修案内」等の案内項目を枚種別にみてみ

ると、全体的に案内率は低い値を示した。その

中でも併設型養護学校は45.7％と他の校種と比

全国の盲・聾・養護学校全体のホームページ開

設率の割合が934％とかなり高い割合を占めてい

た。このことから、多くの盲・聾・養護学校が

情報の発信や情報提供を行う術として、インター

ネットの有効性を認めていると推測できる。

ホームページの開設率を都道府県別でみてみる

と、開設率が100％の地域から、最も低かった地

域では50％といった結果が示され、地域ごとに

差がみられた。ホームページ100.0％の都道府県

を他の都道府県と比べてみると､100％の所では、

その都道府県の教育センターや教育委員会の公的

機関等のサイトに、「特殊教育諸学校一覧」のり

－２６－
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ベ最も高かった。それに比べ、肢体不自由養護

学校と病弱養護学校は、案内率が低かった。セ

ンター的機能の中でも、研修支援は地域の小・

中学校や、施設、人々等からの要求が高いこと

から、今後、盲・聾・養護学校では、研修支援

等に関する案内をホームページ上でより多く発

信する必要があると思われる。地域での様々な

研修会や学習会などの情報がリアルタイムで提

供されると、アクセスも増えるのではなかろう

か。また、それぞれの学校でホームページの更

新を定期的に行ったり、それを管理する係を決

めたり等、学校全体での管理体制を整えること

によって、ホームベージからの情報発信がより

充実したものになるのではないだろうか。

③学校見学等に関する案内

「学校見学」等に関する項目の案内率を枝種

別にみてみると、併設型養護学校が最も高い値

を示した。次いで、知的障害養護学校、肢体不

自由養護学校、病弱養護学校と次いだ。盲学校

と聾学校は案内率が30％代で、他の校種と比べ

低い値を示した。センター的機能を充実するた

めには、学校開放や学校見学、体育祭等に関す

る案内に力を入れるべきではないだろうか。

④教材・教具等に関する案内

「教材・教具」等に関する項目の案内率を校

種別にみてみると、盲学校の案内率は他と比

べ極めて高い値を示した。その他の学校種では

10％代と低い値を示している。教材・教具の

案内率は他の項目の案内率と比べても低い。障

害のある児童・生徒には市販の教材では不十分

で、独自に作成した教材が必要となることが多

い。そうした教材作成のノウハウを、個人や学

校内だけに留めてしまうのではなく、他の学

校の先生方にも広く伝えていくという気持ちを

もっと持ってほしいと願うばかりである。

案内を行っているのにもかかわらず、その方法・

手段等の具体的な案内が行われていない学校も多

かった。どのようにしたら教育相談が受けられる

のか、具体的な申込の手続きまできちんと明記す

ることが大切であろう。

(2)枚種別ＨＰ上の教育相談方法

①電話相談等に関する案内

電話相談の案内率に関して枚種別にみてみる

と、併侭麺養

護学校が最も高い値を示していた。次いで、盲

学校、肢体不自由養護学校、知的障害養護学

校､病弱養護学校､聾学校の順に低くなっていっ

た。全体的に、盲・聾・養護学校のホームペー

ジには自校の電話番号は案内されていた。しか

し、電話での相談受付案内をしている学校は、

半分にも満たなかった。今後は、相談をしてい

るという案内だけでなく、その方法・手段等も

ホームページ上できちんと案内するべきではな

いだろうか。

②来校相談等に関する案内

来校相談の案内率に関しては、併設型養護学

校が最も高い値を示していた。次いで、知的障

害養護学校、肢体不自由養護学校、盲学校、病

弱養護学校、聾学校の順に低くなっていった。

来校相談の案内は、他の相談方法と比べ最も多

かった。

③訪問相談等に関する案内

訪問相談の案内率に関しては、盲学校が最も

高かった。次いで、併設型養護学校、病弱養護

学校、知的障害養護学校、聾学校と続いた。

④メール相談等に関する案内

メール相談の案内率に関しては、盲学校が最

も高く、次いで、聾学校、病弱養護学校、肢体

不自由養護学校、知的障害養護学校、併設型養

護学校の順に低くなっていった。メール相談は

全体的に取り組んでいる学校は少なかった。一

部の学校のホームページでは、プライバシー等

の問題のため、メール相談を受け付けていない

という主旨が記述されているものもあった。そ

れは、相談メール等の管理にあたって、個人情

報の流出等を懸念してのことではないかと考え

られる。確かに、メールという手段は、プライ

３「教育相該」等の方法案内

(1)全国盲・聾・養護学校の「教育相談」等の方

法案内

教育相談等の方法案内に関して、最も多かった

方法は来校相談であった。次いで、電話相談、訪

問相談、メール相談と続いた。また、教育相談の
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バシーの面からみると、個人情報の管理等、常

に配慮しなければならない。しかし、メール

という手段は直接相談員と会うことをしないの

で、他の相談手段と比べ気軽に行える相談方法

でもある。養護学校に相談したいけれど、なか

なか行きづらいという人々も中にはいるかもし

れない｡また､離島など学校の区域外に住む人々

からすると、簡単に足を運ぶことも難しい。そ

ういった観点からすると、相談手段にメールと

いう方法を取り入れることは、とても有効性が

大きいと思われる。メール相談に関しては、必

ず匿名性にするとか、ホームページの管理体制

を学校で整えるなど、学校側での取り組み方に

よってプライバシーの問題は解決することがで

きるのではないだろうか。メール相談の運用に

ついては今後の大きな課題である。

特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者

会議2003今後の特別支援教育の在り方について

(最終報告)。

付配

本研究は、琉球大学教育学部障害児教育専修田

中研究室の院生・学生の皆さんの協力により遂行

されました。特に大学院を修了された現・東京都

立文京盲学校教諭の下地真希子さん、現・院生の

勝吉慎也さんは中心的に協力してくれました。皆

さんに感謝します。なお、今回紹介したデータは

調査時点でのものであり、刊行時はより改善され

ていると思われます。
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